一般競争入札参加資格確認申請書
令和　　　　年　　　月　　　日

（宛先）
地方独立行政法人京都市立病院機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(商号又は名称,　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者の職・氏名,　　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　下記の件に係る一般競争入札に参加する資格について確認されたく、必要な書類を添えて申請します。

　なお、添付した書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　工事件名

京都市立病院整備工事　ただし、本館外来トイレ改修工事
２　工事場所

京都市中京区壬生東高田町１番地の２
３　提出書類

⑴　一般競争入札参加資格確認申請書
⑵　令和６年度京都市競争入札参加有資格者格付結果の写し
⑶　技術者配置予定調書
⑷　誓約書
４　連絡先　　　　　所属

　　　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　電話　　　　（　　　）

※開札日に確実に連絡が取れる電話番号（携帯電話でも可）を記載すること。
技術者配置予定調書
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	技術者の種別
	□　監理技術者　　　　□　監理技術者補佐　　　　□　主任技術者

	配置予定技術者の氏名
	

	配置予定技術者が有する国家資格等・実務経験等
	監理技術者
	監理技術者資格者証

番号　　
	［添付書類（Ａ４判）］

・　監理技術者資格者証（表面・裏面）の写し
※　裏面に講習修了履歴の記載がない場合は、これに加えて監理技術者講習修了証の表面の写し
※　監理技術者資格者証で引き続き３箇月以上の雇用関係を確認できないときは、引き続き３箇月以上の雇用関係を確認できる書類（注２）の写し（代表者は不要）

	
	監理技術者補佐
※　下欄にも記入
	１級の技術検定の第１次検定合格
名称　　
番号　　
	［添付書類（Ａ４判）］

・　１級の技術検定の第１次検定合格や国家資格等を証明できる書類の写し
・　引き続き３箇月以上の雇用関係を確認できる書類（注２）の写し（代表者は不要）

	
	監理技術者補佐
主任技術者
	国家資格等
名称　　
番号　　
	

	
	
	実務経験等
最終学歴　　
実務経験　　　　　年　　　箇月
	［添付書類（Ａ４判）］

・　実務経験証明書（写し可）
・　引き続き３箇月以上の雇用関係を確認できる書類（注２）の写し（代表者は不要）

	手持ち工事（ある場合）
	工事名称
	

	
	工事場所
	

	
	発注者名
	

	
	契約金額
	円

	
	工期
	　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　年　　　月　　　日

	
	従事役職
	□　現場代理人　　□　監理技術者　　□　監理技術者補佐　　□　主任技術者

	
	専任・非専任の別
	□　専任　　　　　□　非専任


注１　請負金額（税込）を４，０００万円（建築一式工事では８，０００万円）以上とする場合は、入札参加資格確認申請日において他の工事等（本市以外が発注したものを含む。）に監理技術者又は主任技術者として配置されていないことがコリンズ（工事実績情報システム）で確認できること。登録の遅れ等により直近のコリンズに反映されていない可能性がある場合は、コリンズの登録内容確認書を添付すること。また、工期内であるが既に検査が完了し合格している場合は、「契約工期」欄に完了日を補記すること。
注２　引き続き３箇月以上の雇用関係を確認できる他の書類の例……社名の記載がある健康保険証、住民税特別徴収税額（変更）通知書、雇用保険被保険者証等（いずれもない場合は、引き続き３箇月以上雇用している旨の誓約書で可（監理技術者及び監理技術者補佐は不可））
注３　工期に確実に配置できる者を記載し、落札した場合は記載した者を配置すること。（死亡、重篤な傷病、出産、育児、介護、退職等の真にやむを得ない場合を除く。）
京都市立病院整備工事　ただし、本館外来トイレ改修工事
実務経験証明書

下記の者は、建築工事に関し、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

令和　　　年　　月　　日
証明者　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　被証明者との
関　　　　 係  　        　　　  　　  　       
記

	技術者の氏名
	
	生年

月日
	
	使用された

期　　　間
	年　　月から

年　　月まで

	使用者の商号
又は名称
	
	
	

	職 名
	業務経験の内容
	業務経験年数

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	
	
	年   月から   年   月まで

	使用者の証明を得ることが

できない場合はその理由
	
	合計　　　満　　　年　　月


記載要領

　１　この証明書は、被証明者１人ごとに作成すること。

　２　「職名」の欄は、被証明者が所属していた部課名及び職名等を記載すること。

　　　（所属がない場合は、「事業主」、「現場監督」、「職長」などの職名を記載）

　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した主な工事名等を具体的に記載すること。

　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること（必要に応じ、卒業証明書の写しを添付すること。）。

　５　上記の様式内に記載しきれないときは、適宜、用紙を追加すること。
※　法令による免許がある場合は、提出不要です。
誓約書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

（宛先）

地方独立行政法人京都市立病院機構理事長

　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(商号又は名称,　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者の職・氏名,　　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

京都市立病院整備工事　ただし、本館外来トイレ改修工事の入札参加資格について、下記の条件を満たしていることを誓約します。
記
１　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立て、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続きの申立てがなされていない者
２　次の⑴～⑺のいずれにも該当しない者
⑴　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）
⑵　個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者
⑶　法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴力団員等である者
⑷　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者
⑸　暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者
⑹　暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者
⑺　相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者
